
（様式第１号の１）一般事業用

　　　第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日

一般財団法人地域活性化センター
理事長　　　　　　　　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都道府県名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成対象団体の長名　　　　   　　 　印
令和２年度　移住・定住・交流推進支援事業助成申請書
標記の件について、下記のとおり申請いたします。
記

１　助成対象事業の概要
	事業名
	移住・定住・交流推進事業

	事業の実施主体
	NPO法人伊豆in賀茂６
※協議会の場合はその構成員（予定を含む）を全て記載すること

	事業の実施予定時期
	令和　　2年　　4月　1日　　～　令和　3年　2　月　末　日

	事業の趣旨・目的
	ＮＰＯ法人伊豆in賀茂６では、現在、空き家バンク事業、イベントや定期的な習い事の開催、静岡県や下田市による移住相談会への参加（年6回）など、移住・定住・交流事業を手掛けています。これまで行ってきた事業をさらに魅力的に、バージョンアップしようと考えているところです。これによって、内外を問わず、より多くの人々の衆目を集めることとなり、情報の発信、地域の活性化、文化や人々の交流の中心として活動してまいります。また観光から移住・定住へ向けて興味が高まるような事業を展開します。そして具体的に希望する方々、あるいはすでに移住したものの、悩みを抱える方々の伴走者となることで、移住・定住・交流推進に寄与するものであります。



	事業の概要
	(1)事業内容（継続的推進のための仕組み、事業内容を具体的に記載）

下田市は人口2万人程度ながら、年間270万人の観光交流者数、100万人の宿泊者数を誇る観光の町です。ところが人口減が急速に進み、過疎指定を受けるまでになっています。そこで、まずは観光を足がかりに、いかに暮らしやすい、気持ちのいい町であるのか、文化的に魅力的な町であるのか、アピールしつつ、具体的な移住・定住へと導くスキームを作り出すことで、新しい時代の町づくりを、人づくりを担うのが、本事業の骨子です。

「伊豆下田・蓮台寺温泉物語」温泉地でありながら、温泉地としての魅力に乏しい。そこで温泉評論家の山崎まゆみ氏を招き、「観光温泉学講座」を開催、蓮台寺の町歩きとともに、ワークショップを開催し、内外に情報を発信します。

「第3回下田インド化計画」インド展と題して「インド先住民アートの世界」展を開催し、また「インドカレーを食べるぞ！」では、作家蔵前仁一氏によるトークショーの他、総勢100人もの人が一同に介して、下田らしい海の見える気持ちのいいガーデンでカレーを食べます。

「移住者交流会inポーレポーレ」下田市内の加増野地区は、美しい里山です。ところが今ひとつ認知度が低い。そこで地元の皆さんのご協力のもと、移住者交流そば打ち体験を開催、移住した人、移住しようと思っている人も含めて、地元の皆さんと交流します。

「空き家バンク個別相談会」空き家を持っていながら、市場に出そうかどうか迷っている方、悩みを抱えている方に集まっていただき、個別に相談に乗ります。司法書士が同席することで、法的な問題の道筋も探ります。

「大横町商店街活性化事業」急速にシャッター商店街化が進む下田のまちなかで、あじさいの花の季節に商店街をあじさいの花で彩ります。また抽選会を行うことで、商店街の活性化、地元や観光客の交流をはかります。

　上記事業1.2.3.5.は、いずれも首都圏で定期的に行われる移住者相談会で取り上げ、移住相談会の次の一手、下田に来たくなるようなイベントとして紹介、誘客します。こうしたイベントに参加することで、知人、友人ができるなど、移住・定住へのハードルが低くなります。

(2)事業後の展望

観光から、移住・定住・交流へのスキームを作ることが必要です。毎年、新しい文化事業を開催しつつ、人気イベントは、内容を変えながら継続していくことで、より発信力が高まり、集客力が増していく可能性を秘めています。

また、市内でも各地区によって事情は異なり、各地区の人たちが、自発的に行えるようなイベントスキームを作ることも重要です（3.移住者交流会inポーレポーレや5.大横町活性化事業がモデルです）。そして、常に地元民や移住者、移住希望者などの悩みに耳を傾け、相談に乗りながら解決策を模索していく事業も、継続的に必要です。人と人をつなげ、人の役に立つ。そのためには、民でも官でもなく、NPOのような団体が、民と官と協働していく形作りが求められています。その形作りの第一歩が本事業です。



２　助成申請額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

３　添付書類
○　事業実施主体が市町村等の場合

(1) 助成対象事業の内容を記した企画書、予定表、その他参考資料
(2) 別紙①

(3) 市町村等の歳入歳出予算書のうち助成対象事業に関する部分の写し又は予算計上の手続をとる旨の確約書等

○　事業実施主体が地域団体等の場合

(1) 助成対象事業の内容を記した企画書、予定表、その他参考資料

(2) 地域団体等の活動内容及び構成員（予定を含む）を示す資料
(3) 別紙②

(4) 市町村等の歳入歳出予算書のうち助成対象事業に関する部分の写し又は予算計上の手続をとる旨の確約書等

（参考）事務担当者（市町村等の担当者をご記入願います。）
	　所属・職・氏名
	

	　連　　絡　　先
	TEL　　　　　　　　　　　FAX

	
	E-mail                               


※　事業概要については、事業採択の場合、当センターホームページに掲載します。

別紙①（市町村等用）

都道府県名　　　　　　　市町村等名　　　　　　　　　

（単位：円）

	収入

	項目
	予算額
	備考

	都道府県補助金
	
	

	センター助成金
	1,980,000円
	

	寄付金・その他収入
	180,000円
	（会費等）

	一般財源
	30,000円
	（NPO法人）

	
	
	

	合計
	2,190,000円
	


	支出

	項目
	予算額
	内訳説明

	報償費
	539,000円
	

	旅費
	82,500円
	

	需用費
	626,450円
	

	役務費
	604,200円
	

	委託料
	96,000円
	

	使用料及び賃借料
	241,850円
	

	工事請負費
	
	

	備品購入費
	
	

	
	
	

	合計
	2,190,000円
	


※１　項目は必要に応じて変更してください。

※２　ひとつの項目内に助成対象外の経費を含む場合は、内訳等を明記してください。

※３　原則として、委託料、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を超えないこととします。また、原則として、委託料、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分の１を超えないこととします。
（様式第４号）

第号
令和　　年　　月　　日
一般財団法人地域活性化センター
理事長　　　　　　　　　あて
（都道府県名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成対象団体の長名　　　　   　　 　印
令和２年度　移住・定住・交流推進支援事業（変更・中止）承認申請書
標記の件について、下記のとおり事業を（変更・中止）したいので承認をお願いいたします。
記

１　事業名

２　内容

３　理由

４　事務担当者（市町村等の担当者をご記入願います。）

	　所属・職・氏名
	

	　連　　絡　　先
	TEL　　　　　　　　　　　FAX

	
	E-mail                               


５　添付書類（事業費の変更がある場合）

(1) 別紙③（市町村等が実施主体の場合）

(2) 別紙④（地域団体等が実施主体の場合）

別紙③（市町村等用（変更承認用））

都道府県名　　　　　　　市町村等名　　　　　　　　　

（単位：円）

	収入

	項目
	当初予算額
	変更予算額
	増減
	備考

	都道府県補助金
	
	
	
	

	センター助成金
	
	
	
	　　

	寄付金・その他収入
	
	
	
	

	一般財源
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


	支出

	項目
	当初予算額
	変更予算額
	増減
	内訳説明

	報償費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	需用費
	
	
	
	

	役務費
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	

	工事請負費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※１　項目は必要に応じて変更してください。

※２　ひとつの項目内に助成対象外の経費を含む場合は、内訳等を明記してください。

※３　原則として、委託料、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を超えないこととします。また、原則として、委託料、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分の１を超えないこととします。

別紙④（団体用（変更承認用））

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	収入

	項目
	当初予算額
	変更予算額
	増減
	備考

	都道府県補助金
	
	
	
	

	市町村等補助金
	
	
	
	内センター助成金

　　　　　　　　　円

	寄付金・その他収入
	
	
	
	

	自主財源
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


	支出

	項目
	当初予算額
	変更予算額
	増減
	内訳説明

	報償費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	需用費
	
	
	
	

	役務費
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	

	工事請負費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※１　項目は必要に応じて変更してください。

※２　ひとつの項目内に助成対象外の経費を含む場合は、内訳等を明記してください。

※３　原則として、委託料、備品購入費及び工事請負費の合計額が助成申請額の３分の２を超えないこととします。また、原則として、委託料、備品購入費又は工事請負費のいずれかの額が助成申請額の２分の１を超えないこととします。
（様式第５号の１）一般事業用
　　　第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
一般財団法人地域活性化センター
理事長　　　　　　　　　あて
（都道府県名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成対象団体の長名　　　　   　　 　印
令和２年度　移住・定住・交流推進支援事業実績報告書
　令和　　年　　月　　日付地活センター発第　　　号で採択通知を受けた事業については、令和　年　月　日付で事業が完了しましたので、その実施状況について、下記のとおり報告いたします。
記
１　事業の実施状況
	事業名
	

	都市宣言名
	

	事業の実施主体
	

	事業の実施時期
	令和　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	事業の実績等
	【採択を受けたことにより新たに取り組めた内容】

（具体例）

・これまで予算の都合で取り組めなかった○○を実施

・助成により、都市部での地域の魅力発信の活動ができた。

など

【事業の実績】

（具体例）

・○月○日　○○を実施し、○○人が参加

・移住者○人をコンシェルジュに任命し、○○件の移住に関するアドバイスを実施　　　など



	事業成果
	（具体例）

○○参加者の満足度が高く、非常に好評だったため、来年度の継続実施につながった。

〇〇参加者のうち、○人が移住を希望している。

当初申請書に記載された目標や成果見込みの達成状況

当初申請書に記載された以外に現れた成果

を具体的に記載してください。



	今後の展望
	

	その他
	【本助成事業に関する要望】

　　

【今回助成対象となった貴市町村等の事業において、貴市町村等で実施する事業評価の対象となっている場合は、その評価内容】


２　事業費

	事 業 総 額　　　　　　　　　　a+b+c+d
	千円

	財 源 内 訳
	市町村等からの補助金・助成金

活性化センターからの助成金　  a
	千円

	
	都道府県からの補助金・助成金  b
	千円

	
	その他収入　　　　　　　　　  c
	千円

	
	事業実施主体の自主財源　　　  d
	千円


３　助成申請額（請求金額）

　　　　　　　　　　　　　　　　千円    （財源内訳のaの額）

４　添付書類

(1) 助成対象事業の実施状況が確認できる資料（写真、ポスター、パンフレット等）

(2) 助成対象事業の実施に関する収入・支出の状況が確認できる資料（収支決算書等）

(3) 助成対象経費に係る領収書（又は支出命令書）の写し

(4) 助成対象事業に係る助成先団体及び助成額が確認できる資料（市町村等から地域団体等への助成金の交付決定通知書の写し等）

　　　　　※(4)については、事業実施主体が市町村等の場合は提出の必要はありません。

(5) 別紙⑤（市町村等が実施主体の場合）

(6) 別紙⑥（地域団体等が実施主体の場合）

５　助成金の振込先
	フリガナ
	

	金融機関名
	　　 　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　　　　　支店

	フリガナ
	

	口座名
	

	預金種類
	　 ・普通預金　　　　　　・当座預金　　　　　　

	口座番号
	　ＮＯ


（注）振込先が不明確ですと送金できませんので、出納担当部局と十分調整確認の上、記入してください。「預金種類」欄については、普通・当座のうち該当するものを○印で囲んでください。
（参考）事務担当者（市町村等の担当者をご記入願います。）
	所属・職・氏名
	

	連 　 絡 　 先
	TEL　　　　　　　　　　　FAX

	
	E-mail


（様式第５号の２）人生１００年時代のスポーツによるいきいき健康づくり支援事業用
　　　第　　　　　　号
令和　　年　　月　　日
一般財団法人地域活性化センター
理事長　　　　　　　　　あて
（都道府県名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成対象団体の長名　　　　   　　 　印
令和２年度　移住・定住・交流推進支援事業実績報告書
　令和　　年　　月　　日付地活センター発第　　　号で採択通知を受けた事業については、令和　年　月　日付で事業が完了しましたので、その実施状況について、下記のとおり報告いたします。
記
１　事業の実施状況

	事業名
	

	都市宣言名
	

	議会議決年月日
	

	事業の実施主体
	

	事業の実施時期
	令和　年　　月　　日　　　～　　令和　年　　月　　日

	健康づくりに関する数値目標
	

	実施計画等で定めた重点スポーツ種目
	

	当該スポーツ種目に係る数値目標
	

	この助成を受ける

重点スポーツ種目
	

	事業の実績等
	【事業の実績】

（具体例）

・　議会の議決を経て「○○による健康づくり都市」を宣言

・　総合計画を策定し○○○の数値目標を設定した。

・　さらに、総合計画において以下の重点スポーツ種目を設定し、種目ごとに数値目標を設定した。

　　　①○○

②▲▲

③■■

④◎◎

⑤☆☆

・　この助成を受ける重点スポーツ種目▲▲の数値目標○○に対し、平成○○年２月末現在で○○（○○％）を達成した。

	事業成果
	・　この助成を受ける重点スポーツ種目■■の数値目標○○に対し、平成○○年２月末現在で○○（○○％）を達成した。
・　○○イベントにおいて、参加者にアンケートを取ったところ、満足度が高く非常に好評だったため、来年度は増加する見込みである。

・　○○イベントの参加者○○名のうち、約○割の○○名が他自治体在住者であり、交流を図ることができた。また、彼らに対し、当自治体の○○をアピールすることができた。

当初申請書に記載された目標や成果見込みの達成状況

当初申請書に記載された以外に現れた成果

を具体的に記載してください。



	今後の展望
	

	その他
	【本助成事業に関する要望】

　　

【今回助成対象となった貴市町村等の事業において、貴市町村等で実施する事業評価の対象となっている場合は、その評価内容】


２　事業費

	事 業 総 額　　　　　　　　　　a+b+c+d
	千円

	財 源 内 訳
	活性化センターからの助成金　  a
	千円

	
	都道府県からの補助金・助成金  b
	千円

	
	その他収入　　　　　　　　　  c
	千円

	
	事業実施主体の自主財源　　　  d
	千円


３　助成申請額（請求金額）

　　　　　　　　　　　　　　　　千円    （財源内訳のaの額）

４　添付書類

(1) 助成対象事業の実施状況が確認できる資料（議決を経た宣言書、総合計画、写真、ポスター、パンフレット等）

(2) 助成対象事業の実施に関する収入・支出の状況が確認できる資料（収支決算書等）

(3) 助成対象経費に係る領収書（又は支出命令書）の写し

(4) 別紙⑤

５　助成金の振込先
	フリガナ
	

	金融機関名
	　　 　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　　　　　支店

	フリガナ
	

	口座名
	

	預金種類
	　 ・普通預金　　　　　　・当座預金　　　　　　

	口座番号
	　ＮＯ


（注）振込先が不明確ですと送金できませんので、出納担当部局と十分調整確認の上、記入してください。「預金種類」欄については、普通・当座のうち該当するものを○印で囲んでください。
（参考）事務担当者（市町村等の担当者をご記入願います。）
	所属・職・氏名
	

	連 　 絡 　 先
	TEL　　　　　　　　　　　FAX

	
	E-mail


別紙⑤（市町村等実績用）

都道府県名　　　　　　　市町村等名　　　　　　　　　

（単位：円）

	収入

	項目
	予算額
	実績額
	増減
	備考

	都道府県補助金
	
	
	
	

	センター助成金
	
	
	
	

	寄付金・その他収入
	
	
	
	

	一般財源
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


	支出

	項目
	予算額
	実績額
	増減
	内訳説明

	報償費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	需用費
	
	
	
	

	役務費
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	

	工事請負費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※１　項目及び予算額は、申請時に合わせてください。（変更申請を行った場合は、変更申請時に合わせてください）

※２　ひとつの項目内に助成対象外の経費を含む場合は、内訳等を明記してください。

別紙⑥（団体実績用）

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	収入

	項目
	予算額
	実績額
	増減
	備考

	都道府県補助金
	
	
	
	

	市町村等補助金
	
	
	
	内センター助成金

　　　　　　　　　円

	寄付金・その他収入
	
	
	
	

	自主財源
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


	支出

	項目
	予算額
	実績額
	増減
	内訳説明

	報償費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	需用費
	
	
	
	

	役務費
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	

	工事請負費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※１　項目及び予算額は、申請時に合わせてください。（変更申請を行った場合は、変更申請時に合わせてください）

※２　ひとつの項目内に助成対象外の経費を含む場合は、内訳等を明記してください。
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